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日本の特徴

• 液晶表示装置の技術確立を主導

• 新製品開発で先行

• すり合わせ的

• CRT－TV以来、TV完成品での高いシェア

• しかし、投資競争では劣勢
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韓国の特徴

• 半導体で培った技術力・ノウハウ

• （財閥としての）資金力

• 低コスト生産に強み

• トップのリーダーシップ

• TV用パネルで大きな収益

• TV完成品では競争力が高まりつつある
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台湾の特徴

• 新興企業の躍進

• 低コスト大規模生産に強み

• ＯＥＭを中心に成長

• テレビ完成品の競争力は限定的

• PCで世界の製造拠点
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セットとデバイスの関係性

• 装置生産（資本集約）的な特徴をもつデバイス

• 社内消費分ではデバイスを賄えない

• 生産規模はますます大規模に！

• 「統合型企業のジレンマ」（榊原、2005年）
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加工組立型の代表的日本企業
自社ブランド完成品メーカー

■ 自社完成品の製品力強化
■ 技術力陶冶：部品も素材も、生産設備も

■ 部品内製

■ コスト意識で部品モジュール化
■ 部品生産ラインの専用化、自動化、資本集約化
■ 投資回収へ向けて部品量産規模の拡大

→ 部品生産の経済規模＞社内需要の規模

■ 部品外販

・競合も同じ部品を利用可能に
・自社完成品のコモディティ化

＜イノベーション！＞

＜収益貢献＞

＜自社ブランド毀損＞

統合型企業のジレンマ
（榊原・松本、2005より抜粋）

「作るか買うか」（make or buy）の意思決定で「作る」を選択すると、

しばしば「売る」（sell）が避けられなくなる（榊原・香山、2006年、68頁）。
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日本企業のテレビ用ＣＲＴ取引の規模
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データの出所）経済産業省『機械統計年報』
注）カラーテレビジョン用陰極線管の生産と販売の数値を用いた。「生産」とは
①調査対象の工場で調査期間内に実際に生産した製品の総量で②調査対
象の工場または同一企業内の他工場で自家使用または自己消費する目的
で生産したものを含む。「販売」とは①販売業者または消費者である他企業に
直接販売したもの②販売することを目的として本社、営業所等に出荷したも
の③受託生産品を販売業者である委託者へ出荷したもの。
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ジレンマを読み解く視点
• ドメイン：事業領域
• セットとデバイスの組み合わせから大別3種類

①アセンブラー
②（デバイス）サプライヤー
③統合型企業

• ドメインには注意の焦点が存在すると仮定
＝ドメイン・フォーカス（ＤＦ）

a．セット・ドリブン
b．デバイス・ドリブン
c．マルチ・フォーカス

⇒自社ビジネスをセットから考えるメーカー（a）にとっ
て、デバイス外販は同時解決困難な連立方程式
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事業ドメインとＤＦ（液晶ＴＶ）

アセンブラー統合型企業サプライヤー

セット・ドリブン

デバイス・ドリブン

ダブル・フォーカス

AUO

SHARP

Samsung

？
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テレビ向け液晶パネルの生産規模
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データの出所）『日経マーケット・アクセス別冊 デジタル家電市場総覧2006』
注）『日経マーケット・アクセス』調査によるテレビ向け液晶パネルの世界生産量と
そのメーカー・シェア、液晶テレビの世界生産台数とそのメーカー・シェアから筆者
が作成した。なお、テレビ市場への参入が相次いでいるために把握できていない
テレビ向け液晶パネルの需要が存在する可能性はある。また、シャープ以外の国
内メーカーはパネルの生産シェアが低いために生産数量を算出できなかった。
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シャープの組織

ＡＶ・大型液晶事業統括
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注）シャープ株式会社ホームページより作成、2006年5月31日閲覧
（http://www.sharp.co.jp/corporate/info/outline/organization/index.html）。
サムスン電子との比較のために液晶デバイスに関係すると思われる部分を抜
き出した。

http://www.sharp.co.jp/corporate/info/outline/organization/index.html
http://www.sharp.co.jp/corporate/info/outline/organization/index.html
http://www.sharp.co.jp/corporate/info/outline/organization/index.html
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サムスン電子の組織

注） Samsung Electronics 社ホームページより、Samsung Electronics, 3rd SAMSUNG 
Global Investors Conference 2006資料
（http://www.sec.co.kr/images/corp/ir/irevent/Samsung_Conference_2006_0511.pdf）
から液晶テレビに関する部分を抜き出した。2006年5月31日閲覧。

LCD Digital Media

-Monitor Panel

-N/B Panel

-TV Panel

-Small Panel

-TV/DVD

-PC

-Monitor

-Printer

・・・・・・・ ・・・・・・・・・・

http://www.sec.co.kr/images/corp/ir/irevent/Samsung_Conference_2006_0511.pdf
http://www.sec.co.kr/images/corp/ir/irevent/Samsung_Conference_2006_0511.pdf
http://www.sec.co.kr/images/corp/ir/irevent/Samsung_Conference_2006_0511.pdf
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ＤＦから見る強みと弱み
シャープ
• デバイスを完成品の差別化に利用しやすい

• デバイス生産のコスト競争では劣勢

• グローバルな展開が遅れる可能性

Samsung
• デバイス生産のコスト競争では優勢

• グローバルに展開しやすい

• デバイス以外の面で完成品の差別化が必要（→デザイン）

AUO
• デバイス生産のコスト競争では優勢

• グローバルに展開しやすい

• 完成品に進出したときに、ジレンマが生じる
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日韓のＣＲＴ生産の推移
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